
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

港湾を巡る国内外の最新情勢について

国土交通省 関東運輸局

令和８年７月



目次

１．横浜港における最新情勢に関する勉強会

開催概要 ・・P４

２．港湾ロジスティクスを取り巻く現状と課題 ・・P６～１７

３．海外と日本のコンテナターミナルの比較 ・・P１９～２６

４．港湾手続きの電子化 ・・P２８～２９

５．港湾における将来の労働力 ・・P３１～３４

６．寄港地選定について ・・P３６～３９

７．横浜港勉強会における主な意見まとめ ・・P４１

８．日本成長戦略と

令和8年度補助メニュー ・・P４３～４９

2



１．横浜港における最新情勢に関する勉強会
開催概要
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「横浜港をめぐる最新情勢に関する勉強会」の開催概要

【勉強会目的】
労働力確保（人手不足＋若手人材育成）、カーボンニュートラル、DXなど港湾に関する様々な課題に

対して、国内外の港湾の最新情勢を共有しながら横浜港の目指すべき方向性を考える。

【参加メンバー】
横浜港運協会会長、神奈川倉庫協会会長、横浜船主会会長

横浜川崎国際港湾（株）社長・副社長、横浜港埠頭（株）社長、横浜市港湾局長

本省港湾局港湾経済課長・港湾物流戦略室長、関東運輸局長・関東運輸局次長

（オブザーバー）関東地方整備局副局長 （事務局）関東運輸局

《開催日時》
令和７年１２月１２日（金）

開 催 日 時 及び 議 題

第１回 第２回 第３回

《プレゼン》

□「港湾労働者不足対
策等アクションプラン
２０２５」について
（港湾経済課長）

□港湾のDX推進に向
けた取組

（港湾経済課港湾物
流戦略室長）

《プレゼン》
□勉強会における共通認識

（関東運輸局次長）
□横浜川崎国際港湾の取組

（横浜川崎国際港湾社長）
□海外港の概要

（港湾経済課長）

《プレゼン》
□港湾労働者のQOLの向上

（横浜港運協会会長）

□寄港地決定プロセスと燃料
戦略
（横浜船主会会長）

《開催日時》
令和７年７月３１日（木）

《開催日時》
令和７年９月３０日（火）

第４回

《開催日時》
令和８年３月２日（月）

《プレゼン》
□横浜港の取組について

（横浜市港湾局長）

第5回

《開催日時》
令和８年５月２５日（月）

《議題》
□港湾における最新の動

向について
□課題等への取組につい

て（意見交換）
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２．港湾ロジスティクスを取り巻く現状と課題

5



6
©2026 City of Yokohama



7

©2026 City of Yokohama



我が国の貿易量・貿易額の構成比

P２

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 8



コンテナ貨物を取り巻く世界的な動向と我が国の状況

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 9



アジア主要港におけるコンテナ取扱個数

【アジア主要港のコンテナ取扱個数】 【世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング】

※京浜港は東京港・横浜港・川崎港。
阪神港は大阪港・神戸港。

TEU (twenty-foot equivalent unit)：
国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20 フィート・コンテナを１とし、
40フィート・コンテナを２として計算する単位。

[注] 数値はいずれも外内貿を含む。ランキングにおける（ ）内は2021年の順位。
なお、２０２1年の海外港湾のコンテナ取扱個数は、速報値である。

［出典］ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ Yearbook1993及びLloyd’s List資料、港湾管理者調べより国土交通省港湾局作成。

1,669
510

上海
4,730
46

2,208
235

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数
（単位：万ＴＥＵ）

2022年（上段）

1990年（下段）

青島
2,567

京浜港
804
320

※

阪神港
528
308

※

深圳
3,004

広州
2,486
80

寧波-舟山
3,335

天津
2,102

取扱量港 名取扱量港 名
4,730 上海（中国）1 (1)522シンガポール1

3,729 シンガポール2 (2)510香港2

3,335 寧波-舟山（中国）3 (3)367ロッテルダム3

3,004深圳（中国）4 (4)349高雄4

2,567青島（中国）5 (6)260神戸5

2,486 広州（中国）6 (5)235釜山6

2,208釜山（韓国）7 (7)212ロサンゼルス7

2,102 天津（中国）8 (8)197ハンブルク8

1,905
ロサンゼルス/ロング
ビーチ（米国）9 (10)187ﾆｭｰﾖｰｸ・ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞ9

1,669 香港（中国）10 (9)183基隆10

165横浜11

493東京46 (41)

156東京13

298横浜70 (72)

289神戸72 (73)

268名古屋78(77)

239大阪82 (82)90名古屋24

１９９０年 ２０２２年（速報）

（単位：万ＴＥＵ）
…

※京浜港・阪神港の順位：2022年（2021年）
京浜港：22位（23位）
阪神港：36位（36位）

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…

…
…

…

―

―

釜山

香港

―

―

3,729
522

参照：R6.2.16 新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会
最終とりまとめ参考資料

上海 103倍
広州 31倍
釜山 9.4倍
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ7.1倍
京浜 2.5倍
(横浜 1.9倍)
阪神 1.7倍
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コンテナ船の船舶規模別の投入隻数及び竣工見通し

○コンテナ船については、大型船の投入割合が上昇傾向。
○2023年～25年に竣工予定のコンテナ船のうち、約2割が14,000TEU積み以上（岸壁水深が概ね18m必要）。
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・・・ ・・・ ・・・

0隻
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0隻
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4隻
30隻

144隻
144隻

150隻
157隻

154隻
168隻

コンテナ船の船舶規模別の投入隻数 2023年以降のコンテナ船の竣工見通し（船型別）

出典：国際輸送ハンドブック（当該年の11月時点の実績値） 日本発着航路を中心としたアジア
発着の国際定期コンテナ航路に就航している船舶を中心に記載。

出典：Clarkson「Ship Type Orderbook Monitor」2023/4

2,085隻 計202520242023

53131327Post-Panamax
17,000 +TEU

160437344Neo-Panamax
14,000-16,999 TEU

113554216Neo-Panamax
8,000-13,999 TEU

82246224Intermediate
6,000-7,999 TEU

115135646Intermediate
3,000-5,999 TEU

32017136167Feeder
<3,000 TEU

871165382324総 計

213
隻

＜参考＞
14,000TEU以上の船舶（技術基準上、18m岸壁が必要とされる一般的な船型）の割合は、
2003年：0% 2008年：0% 2013年：2% 2020年：14% 2021年：15% 2022年：15%

1,615隻 2,182隻 2,161隻 2,046隻 2,066隻

参照：R6.2.16 新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会
最終とりまとめ参考資料 11



大型化が進むコンテナ船

備考
同縮尺イメージ

（長さ方向に同縮尺）

満載時
必要岸壁

水深
（ｍ）

船型

船名
船幅
（ｍ）

全長
（ｍ）

トン数
（DWT）

積載
TEU

パナマックス型コンテナ船の例
【南米航路】143225952,3604,360

NAVIOS 
FELICITAS

ネオパナマックス型コンテナ船
（パナマ運河全幅上限緩和※前）の例
【アフリカ航路】

1648300115,3568,714SAN FELIPE

日本に寄港している
最大級のコンテナ船
【南米航路】

18

48366149,83114,336
MSC

KANOKO

ネオパナマックス型コンテナ船（パナマ運
河全幅上限緩和※後）のうち、
パナマ運河を航行した最大のコンテナ船
【欧州航路】

51369155,00014,424TRITON

過去、日本に寄港した
最大のコンテナ船
【北米西岸・欧州航路】

61400224,99923,656
MSC

ISABELLA

営業投入されている
世界最大のコンテナ船
【欧州航路】

62400240,00024,346
MSC MICHEL 
CAPPELLINI

※パナマ運河庁は、2018年6月に全幅の上限を 49m から 51.25m まで緩和
注：満載時必要岸壁水深は「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成30年5月）」をもとに、最大喫水に余裕水深（最大喫水の10%）を加えた値を記載している。

出典：Cyber Shipping Guide、Lloyd’s List、船社HP等より国土交通省港湾局作成
参照：R6.2.16 新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め方検討委員会

最終とりまとめ参考資料

14,000TEU以上
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国際コンテナ戦略港湾に寄港する欧州・北米航路

参照：第4回港湾ロジスティクスワーキンググループ参考資料1 13※ は横浜港寄港サービス

EX1・CBX改編イメージ

新欧州航路イメージ



他国経由（トランシップ）によるリスク

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 14



国際コンテナ戦略港湾政策

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 15



YKIP支援メニュー

16
©2026 Yokohama Kawasaki International Port Corporation



YKIP支援による効果（一例）

17

【具体的な横浜港を活用したトランシップの例】
①「中国北部～釜山～横浜～中南米」の国際基幹航路に対して、 中国南部発貨物を横浜港へフィーダー輸送し中南米まで輸送
②「中国北部～中国南部～釜山～横浜～北米」の国際基幹航路に対して、マレーシア発貨物を横浜港へフィーダー輸送し北米まで輸送
③「マレーシア～釜山～北海道」の輸送を釜山経由ではなく、横浜経由（内航フィーダー）に変更し北海道への輸送に転換

©2026 Yokohama Kawasaki International Port Corporation

横浜港港湾統計を引用し、YKIPが作成



３．海外と日本のコンテナターミナルの比較

18



我が国と海外の主要港のコンテナターミナル整備状況

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 19



我が国と海外の主要港のコンテナターミナル整備状況

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 20



我が国及び海外主要港における自動化技術等の導入状況

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 21



オランダ・ロッテルダム港の概要

ライン川河口に位置する欧州最大の港湾
港湾管理者はロッテルダム港湾公社 （オランダ政府30％、ロッテルダム市70％出資）
コンテナ貨物取扱量：13,820千TEU （2024）（欧州最大であり世界第11位）
※京浜【東京、川崎、横浜】が、7,878千TEU(2024)
主要取扱貨物：（輸入）原油・コンテナ・鉱物油製品、（輸出）コンテナ・鉱物油製品・RoRo
ロッテルダムの西側(マースヴラクテ地区)はコンテナターミナルが集積しており、ゲート手
続き・構内荷役等のオペレーションの大部分が自動化している。

主なコンテナターミナル平面図

APM Terminals
岸壁延長：約1,500m
最大水深：-20.0m

Rotterdam 
World 
Gateway
岸壁延長：
約1,700m
最大水深：
-20.0m Hutchison Port ECT 

Delta
岸壁延長：約4,000m
最大水深：-17.5m

増設
工事中

運河拡幅増深

全景自動化の様子
出典：ロッテルダム港湾局

ロッテルダム港位置図

ロッテルダム港

ユーロポート地区

マースヴラクテ地区

ボトレック地区

フォンデリン
ゲンプラート

地区

メルウェ
ハーヴェン

地区

ロッテルダム港平面図

エーム
ハーヴェン

地区

ワール
ハーヴェン

地区

Hutchison Port ECT 
Euromax
岸壁延長：約1,500m
最大水深：-19.6m

22
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海外港湾における自動化等の取組事例（ロッテルダム港）

○ロッテルダム港は、河口部のマースフラクテ地区に大水深・自動化ターミナルが整備されている。
○特に、APM Terminals Maasvlakte II やRotterdam World Gateway（RWG）コンテナターミナルにおいて、高度に

自動化されたターミナル運営が行われている。
○これらのターミナルにおいては、 全電動によるダブルトロリー式の遠隔操作ガントリークレーンやAGV、外来ト

レーラーへのコンテナ受渡作業における自動積載システム等、荷役作業全体にわたって自動化されている。

マースフラクテ
地 区

ロッテルダム港

➊ ➎
➍

➌

➋

取扱可能量面積水深岸壁延長ターミナル名

235万TEU108ha20m1,700mRotterdam World Gateway➊

270万TEU86ha20m1,500mAPM Terminals 
Maasvlakte II➋

－84ha17.65m1,500mHutchison Ports 
ECT Euromax➌

335万TEU100ha16.65m1,600mAPM Terminal Rotterdam➍

－272ha16.65 - 17.45m3,600mHutchison Ports 
ECT Delta➎

表：ロッテルダム港の大水深コンテナターミナル

➊ Rotterdam World 
Gateway

➋ APM Terminals 
Maasvlakte II

23

©APM Terminals

©Rotterdam World Gateway



拡張予定

無人エリア

外来トラックへの
受渡地点

APM Terminals MaasvlakteⅡ 全景

24
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APM Terminals MaasvlakteⅡ ターミナル内

●STSクレーンは外貿船用が１０基（100mに１基）。
●大型船入港時は最低でも８基で荷役

●船からSTSクレーンのプラットフォームまでのクレーンは遠隔

操作、プラットフォームからAGVまでのセカンドクレーンは自動
●船内のラッシング、プラットフォーム上でのツイストロックの付

け外しは人が作業
●なお、バージ用のSTSクレーン３基は人が操作

●遠隔操作は事務所内で実施

●１人で１基を操作し、２時間交代制
●操作員の服装はオフィスワーカーと同じ

SHIP TO SHORE（STS）クレーン（遠隔操作・ダブルトローリー式）

25

自動搬送装置（AGV） 構内クレーン（RMG（自動））

●70台以上のAGVを配備
●充電のタイミングは機械が判断

●50基以上のRMGを配備。全て自動
●荷役機械、構内の自動車は全て電動

●電力は洋上風力発電によるため、ゼロエミッション



外来トラック動線（ゲート～コンテナ受け渡し）

① ② ③

④

①事前予約制。カーゴカードと指紋認証で確認
（将来は顔認証に）

②コンテナスキャンゲート
③受渡ポイントが示されるゲート
④受渡ポイント。ドライバーは降車し、安全地帯でボタンを

押し続けないとコンテナの上げ下ろしがされない

●トラックでの搬出入は全体の４割程度（バージ輸送も多い）
●24時間で2500台処理可能。
●ヤード内平均滞在時間は25分。 26



４．港湾手続きの電子化

27



サイバーポートの取組の開始（2021年～）

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 28



港湾物流手続きの現状

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 29



５．港湾における将来の労働力

30



港湾労働者と労働力の推移

参照：第1回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料3 31



横浜港の港湾労働者数の推移 試算

◎2023（実績値）は、厚生労働省職業安定局：令和5年港湾運送事業雇用実態調査より
◎推計は、独立行政法人労働政策研究・研修機構：労働力需給の推計～労働力需給モデル（２０２３年版）による将来推計～による推計値を基に試算
◎男女比率は、国土交通省港湾局：港湾運送事業における実態調査(R7.1)を基に試算

1452 1453 1431 1364 1284 

1556 1449 1349 1339 1327 

2280 2203 
1916 

1706 1588 

889 966 
1090 

934 
825 

471 496 
555 

632 
548 

186 192 
211 

236 
271 

80 84 
85 

88 
95 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

横浜港 港湾労働者数 推計

15~34歳 35~44歳 45~54歳
55~59歳 60~64歳 65~69歳

6914人 6843人 6636人 6298人 5938人

労働力需給モデル：成長率ベースライン・労働参
加漸進シナリオによる試算

（経済雇用政策を講じ、経済成長と女性及び高齢者等
の労働市場への参加が進展する場合）

約1000人減少
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2023(実績値) 2025 2030 2035 2040

15~34歳 35~44歳 45~54歳 55~59歳 60~64歳 65~69歳 70歳以上

6193人6546人6798人6914人 5818人

横浜港 港湾労働者数 推計
労働力需給モデル：ゼロ成長・労働参加現状シナリオによる試算

（実質ゼロ成長の経済状況を想定し、労働参加が現状から進まない場合）

約370人減少
約720人減少

約1100人減少

《 参 考 》
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港湾労働者等についてのアンケート調査結果①

参照：港湾労働者不足対策等アクションプラン２０２５策定時の実態調査 33



港湾労働者等についてのアンケート調査結果②

参照：港湾労働者不足対策等アクションプラン２０２５策定時の実態調査 34



６．寄港地選定について
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７．横浜港勉強会おける主な意見まとめ
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これまでの主な意見とそれに基づく方向性

こ れ ま で の 主 な 意 見 ま と め

労働者人口の減少による担い手不足 日本へのコンテナ基幹航路の寄港減少への危機感
・コンテナ船の大型化が進行
・日本のベースカーゴの伸びは期待しづらい
・基幹航路の維持・拡大のためには、貨物量が重要であり、
ハブ港への内際・際際貨物の集貨・集約を促進する対策が必要

・将来の労働者人口の減少が予測される中、
これを見据えた対策への早期着手が必要

タイムパフォーマンス
(船社から見た定時性比較)

・船社が定時性を重視
する傾向にある中で
釜山・シンガポール
は非常に混雑してい
るので、横浜港では
タイパの提供を推進
してはどうか

コストパフォーマンス
（海外港との価格競争）

・釜山は国の負担とオペレー
タ間の過当競争により、低
廉な港湾荷役料金で対応し
ているが、横浜港は民間事
業を前提としており、価格
競争には限界がある

既存インフラの有効活用
（内航・外航連携強化、水先人との対話）

・内航外航・ターミナル一体利用の円滑化による効率的
なヤードオペレーションが重要

・既存のバースをフルに活用するためには、水先人との
意思疎通（対話）が重要

バンカリング能力の
向上

（LNG・次世代燃料への対応）

・燃料対応は今から取り
返していける分野

・基幹航路を就航してい
る大手外航船社が燃料
転換を実施しているこ
と等から要対応

QOLの向上（労働環境改善）

・QOLにおいて賃金は重要な要素
・港湾労働者は他産業と比較して、賃金は高水準だが、
労働時間は長い

・労働者がQOLについて具体
的に何を求めているか意識
調査が必要

・人を支援する遠隔化による
労働環境改善は、女性活躍
の機会増加にも資する

・港湾地区への交通手段の確
保が課題

港湾運送事業の認知度向上

・若い世代に港湾の仕事を見せる取組（現場見学等）
が重要

・クルーズ船誘致をはじめ観光分野も含めて、港のに
ぎわいを創出し、港のエリアに若者が集まるような
施策によるイメージアップは有効

DX推進（人を支援する遠隔化・自動化等）

・海外同様、DX推進は当然の流れ
・労働環境改善や安全性の向上のためのDXを推進
（人を支援する遠隔化・自動化）

・将来の労働者人口の減少を補う人を支援する自動
化は必要

・様々な業種が連携する港湾物流手続きにおいては、
すべての書類を電子化することが有効

基幹航路の寄港地選択における海外港との競争激化の下、労働者人口の減少による担い手不足に
今後一層直面していく中で、横浜港が取扱量や荷役その他の港湾機能を維持・拡充していくためには、
複雑に関係する諸課題に対し、それぞれが行う各種施策を連携して実施していくことが重要であり、具体
的な行動に結びつけるために関係者間での意見交換を通じ共通認識を深める。

【方向性】
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８．日本成長戦略と令和８年度補助メニュー

42



日本成長戦略の検討体制

参照：第2回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料1 43



港湾ロジスティクスワーキンググループ開催概要

44参照：第１回港湾ロジスティクスワーキンググループ資料1



成長戦略にかかるこれまでの議論の経緯

45

１１月 ４日 第１回 日本成長戦略本部 【議事】 日本成長戦略会議の開催、成長戦略の検討課題 等

１１月１０日 第１回 日本成長戦略会議 【議事】 官民連携での投資促進、重点施策（案） 等

１２月２４日 第２回 日本成長戦略会議 【議事】 成長戦略の検討体制、分野横断的課題への対応の方向性

１月２０日 第１回 港湾ロジスティクスワーキンググループ

【議事】 港湾ロジスティクスを取り巻く現状と課題、

港湾ロジスティクスの強化に向けた論点、関係団体等からの意見表明 等

１月２２日 第１回 戦略分野分科会 【議事】 「官民投資ロードマップ」の検討に向けて

３月 ９日 第２回 戦略分野分科会 【議事】 戦略17分野における「主要な製品・技術等」 等

３月１０日 第３回 日本成長戦略会議 【議事】 戦略17分野における「主要な製品・技術等」 等

３月１６日 第２回 港湾ロジスティクスワーキンググループ

【議事】 港湾ロジスティクスの強化に向けた施策の方向性（案）、

官民投資ロードマップ（素案）

４月１５日 第３回 港湾ロジスティクスワーキンググループ

【議事】 官民投資ロードマップ（素案）、港湾ロジスティクスの強化に向けた施策（案）

４月１６日 第３回 戦略分野分科会 【議事】 官民投資ロードマップ（素案） 等

４月２２日 第４回 日本成長戦略会議 【議事】 分野横断的課題への対応の方向性について

５月２０日 第４回 港湾ロジスティクスワーキンググループ

【議事】 港湾ロジスティクスワーキンググループとりまとめ（案）

６月２３日 第４回 戦略分野分科会 【議事】 主要な製品・技術等における官民投資ロードマップ

６月２４日 第５回 日本成長戦略会議 【議事】 戦略17分野の「主要な製品・技術等」における官民投資額について 等

６月３０日 第６回 日本成長戦略会議 【議事】 日本成長戦略（案）

７月２１日 第７回 日本成長戦略会議 【議事】 日本成長戦略（案）、経済財政運営と改革の基本方針2026（案）

７月２１日 第２回 日本成長戦略本部 【議事】 日本成長戦略（案）、官民投資ロードマップ（案）

７月２１日 日本成長戦略 閣議決定



日本成長戦略港湾ロジスティクス分野 官民投資ロードマップ（抜粋）

46参照：第２回日本成長戦略本部決定



遠隔操作RTG導入支援

国際コンテナ戦略港湾の機能強化

※RTG：タイヤ式門型クレーン（Rubber Tired Gantry crane)

【対象事業】
遠隔操作RTG及びその導入に必要となる施設の整備

【対象施設】
遠隔操作RTG及びその導入に必要となる施設

【補助率】
１／３以内

【事業選定プロセス】

コンテナターミナルにおける労働環境の改善や荷役能力の向上を図り、

我が国港湾のコンテナターミナルの生産性向上に資する事業を選定。

具体的には、公募方式の事業選定スキームにより、応募のあった事業計

画の内容を審査した上で、事業者を決定。

遠隔操作RTGについては、
新設の場合、本体全体が対象。
改良の場合、遠隔操作化に必要な改良部分が対象。

コンテナターミナルゲート高度化支援

【対象事業】
コンテナターミナルゲートの高度化に必要となる施設の整備

【対象施設】
コンテナターミナルゲートの高度化に必要となる施設

（埠頭保安設備の一部として整備されるゲートの本体部分は除く）

【補助率】
1／3以内

【事業選定プロセス】

公募方式の事業選定スキームにより、応募のあった事業計画の

内容を審査した上で、事業者や事業実施港湾等を決定。

ターミナル内の行先（プラカード）を手
交

目視でのコンテナダメージチェック

＜補助対象となる高度化事業＞

来場予約システムの導入による、来場するトレーラーの平準化、

予約情報の確認の効率化。

ダメージチェックシステムの導入による、コンテナの目視確認の

効率化。

搬入情報の事前照合、ターミナル内行先指示の電子化、その他

書類のやり取りの効率化。

○ 予約情報の確認 ○ コンテナダメージチェック
○ コンテナ番号、シール番号読
取

○ 搬入情報の事前照合
○ 行先指示書の発行
○ 機器受渡書（EIR）の返却
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○ 我が国では近年、労働者人口の減少や高齢化の進行により、港湾労働者不足が懸念されており、港湾労働の将来の担い手

の確保のためにも、労働環境の改善や安全性向上が必要である。

○ 「ヒトを支援するAIターミナル」に関する取組を深化させ、更なる労働環境改善・安全性向上・生産性向上に資する技術開発を

推進する。

要素技術の
研究・開発

・プロトタイプの設計・開
発
・検証環境の構築

・現場実証
・効果検証

技術開発を推進

プロトタイプ
完成

・製品化
・港湾への実装

生産性向上、労働環境改善に資する技術開発テーマを国が設定

港湾のイノベーションを目指す民間企業に対して具体の技術開発案件を募集し、
審査を経て当該テーマに合致する案件を採択

採択した技術の開発を推進し、当該技術の製品化や港湾への実装を実現

取組の概要

開発期間案件名
技術開発

テーマ

R5d～R7d
（3年間）

AIを活用したコンテナ蔵置計画の最適化

（１）
ターミナル

オペレーションの
高度化

R5d～R7d
（3年間）

TOS高度化によるリーファーコンテナ管理の
効率化と荷役安全性の確保に関する技術開発

R6d～R8d
（3年間）

荷役機器等の作業状況を踏まえた荷役指示
最適化に関する技術開発

R7d～R9d
（3年間）

AIを活用したコンテナ在庫管理の
最適化に係る技術開発

R5d～R7d
（3年間）

ガントリークレーンの遠隔操作化に関する技術開発
（２）

荷役機械の
高度化 R5d～R6d

（2年間）
RTGと構内シャーシの連携技術の開発

R5d～R7d
（3年間）

コンテナヤード内横持ちトレーラー運行の
高度化に関する技術開発（３）

ターミナル内の
コンテナ輸送の

高度化 R7d～R9d
（3年間）

RTGを対象としたコンテナ蔵置作業高度化システムに
係る技術開発

R5d～R7d
（3年間）

不安全行動の定量的評価に基づく
事故抑止ソリューション開発（４）

港湾労働者の
安全性や

作業効率向上 R7d～R9d
（3年間）

AIを活用した空コンテナ内部の
ダメージチェックに係る技術開発

これまでに採択した技術開発案件

56 
50 

43 
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（千人）

（年度）

港湾労働者数の推移

～

推計

出典：港運要覧（平成元年度版～令和5年度版）
2025年度～2040年度の港湾労働者数は、2025年度～2040年までの
労働力人口（推計値）：独立行政法人労働政策研究・研修機構
「労働力需給の推計－労働力需給モデル（2018年版）による将来推計－」を基に試算

港湾労働者に関する状況

国際コンテナ戦略港湾の機能強化
持続的な経済成長の実現

次世代コンテナターミナルの構築に向けた港湾技術開発の推進
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○ 近年、労働者人口の減少や高齢化の進行により、港湾労働者不足が懸念されており、 コンテナターミナルにおける労働環境
の改善や荷役能力の向上などを図るため、遠隔操作ガントリークレーンの導入に対する支援を行う。
（補助率 １／３以内）

【労働環境改善】腰をかがめる操縦姿勢や振動が無くなるといった
操作環境の改善

【安定性】天候などによる作業効率のばらつきの低減

【安全性】危険状況の検知や警報等の対策による安全性の向上

など

管理棟等の遠隔操作室内からガントリークレーンを遠隔操作することにより、
以下の効果が見込まれる。

想定される主な効果

背景・現状の課題

近年、我が国の港湾では労働者不足が懸念される中、安定した荷役サービスの維持が課題。

安定した荷役サービスが維持できなくなると、国際基幹航路等の主要航路を運航する船舶の抜港
リスクが高まり、日本のサプライチェーンの脆弱化が懸念される。

また、ガントリークレーンの操作は、地上数十メートルに設置されている機上操作室と地上間の移動、
操作時の前屈姿勢を伴う長時間操作が及ぼす身体への影響等、操作者への負担が大きい。

遠隔操作ガントリークレーン導入後の遠隔操作イメージ

※写真は技術開発中のもの

ガントリークレーン

国際コンテナ戦略港湾の機能強化

持続的な経済成長の実現 【拡充】

遠隔操作ガントリークレーンの導入促進
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50

国内の最近の動き（本年３月）

【東京都プレス】

【日本港運協会 久保会長 記者会見概要 】

・港湾労働者の人手不足を踏まえて、業界内でターミナルの機械化を推進していく必要性を強調した。
・ターミナルの機械化について、欧州や中国の自動化ターミナルを引き合いに、国内港湾での技術導入の遅れに懸念を示した。
・人手不足が深刻化する地方港に関して、サービスの質低下を避けるため機械化の必要性が高いとした。
・日本全体として貨物量はあるものの港湾が分散している点を挙げ、国際コンテナ戦略港湾に関しても集貨が不十分との見方を示した。

引用：日本海事新聞2026年3月12日デイリー版


